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１ 資金決済に関する法律（平成 21 年法律第 59 号）（抜粋） 

 

（定義）  

第三条 この章において「前払式支払手段」とは、次に掲げるものをいう。  

一 証票、電子機器その他の物（以下この章において「証票等」という。）

に記載され、又は電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚

によって認識することができない方法をいう。以下この項において同

じ。）により記録される金額（金額を度その他の単位により換算して表示

していると認められる場合の当該単位数を含む。以下この号及び第三項に

おいて同じ。）に応ずる対価を得て発行される証票等又は番号、記号その

他の符号（電磁的方法により証票等に記録される金額に応ずる対価を得て

当該金額の記録の加算が行われるものを含む。）であって、その発行する

者又は当該発行する者が指定する者（次号において「発行者等」とい

う。）から物品を購入し、若しくは借り受け、又は役務の提供を受ける場

合に、これらの代価の弁済のために提示、交付、通知その他の方法により

使用することができるもの  

二 証票等に記載され、又は電磁的方法により記録される物品又は役務の数

量に応ずる対価を得て発行される証票等又は番号、記号その他の符号（電

磁的方法により証票等に記録される物品又は役務の数量に応ずる対価を得

て当該数量の記録の加算が行われるものを含む。）であって、発行者等に

対して、提示、交付、通知その他の方法により、当該物品の給付又は当該

役務の提供を請求することができるもの  

 

（登録の拒否） 

第十条 内閣総理大臣は、登録申請者が次の各号のいずれかに該当するとき、

又は登録申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項について虚偽の記

載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否

しなければならない。  

一～二 （略） 

三 前払式支払手段により購入若しくは借受けを行い、若しくは給付を受け 

ることができる物品又は提供を受けることができる役務が、公の秩序又は善

良の風俗を害し、又は害するおそれがあるものでないことを確保するために

必要な措置を講じていない法人  

四 （略） 

五 この章の規定を遵守するために必要な体制の整備が行われていない法人  

六～九 （略） 
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２ （略） 

 

（表示又は情報の提供） 

第十三条 前払式支払手段発行者は、前払式支払手段を発行する場合（当該前払

式支払手段に係る証票等又は当該前払式支払手段と一体となっている書面そ

の他の物を利用者に対し交付することがない場合を除く。）には、その発行す

る前払式支払手段（当該前払式支払手段と一体となっている書面その他の物

を含む。）に、内閣府令で定めるところにより、次に掲げる事項を表示しなけ

ればならない。  

一～三 （略） 

四 前払式支払手段の発行及び利用に関する利用者からの苦情又は相談に応

ずる営業所又は事務所の所在地及び連絡先  

五 （略）  

２～３ （略） 

 

（立入検査等） 

第二十四条 内閣総理大臣は、前払式支払手段発行者の発行の業務の健全かつ

適切な運営を確保するために必要があると認めるときは、当該前払式支払手

段発行者に対し当該前払式支払手段発行者の業務若しくは財産に関し参考と

なるべき報告若しくは資料の提出を命じ、又は当該職員に当該前払式支払手

段発行者の営業所、事務所その他の施設に立ち入らせ、その業務若しくは財産

の状況に関して質問させ、若しくは帳簿書類その他の物件を検査させること

ができる。  

２ 内閣総理大臣は、前払式支払手段発行者の発行の業務の健全かつ適切な運

営を確保するため特に必要があると認めるときは、その必要の限度において、

当該前払式支払手段発行者から業務の委託を受けた者に対し当該前払式支払

手段発行者の業務若しくは財産に関し参考となるべき報告若しくは資料の提

出を命じ、又は当該職員に当該前払式支払手段発行者から業務の委託を受け

た者の施設に立ち入らせ、当該前払式支払手段発行者の業務若しくは財産の

状況に関して質問させ、若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることが

できる。 

３ 前項の前払式支払手段発行者から業務の委託を受けた者は、正当な理由が

あるときは、同項の規定による報告若しくは資料の提出又は質問若しくは検

査を拒むことができる。 
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（業務改善命令） 

第二十五条 内閣総理大臣は、前払式支払手段発行者の前払式支払手段の発行

の業務の運営に関し、前払式支払手段の利用者の利益を害する事実があると

認めるときは、その利用者の利益の保護のために必要な限度において、当該前

払式支払手段発行者に対し、当該業務の運営の改善に必要な措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

 

（自家型発行者に対する業務停止命令） 

第二十六条 内閣総理大臣は、自家型発行者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、六月以内の期間を定めてその発行の業務の全部又は一部の停止を命

ずることができる。  

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反

したとき。 

二 その発行する前払式支払手段に係る第三十一条第一項の権利の実行が行

われるおそれがある場合において、当該前払式支払手段の利用者の被害の拡

大を防止することが必要であると認められるとき。 

 

（第三者型発行者に対する登録の取消し等） 

第二十七条 内閣総理大臣は、第三者型発行者が次の各号のいずれかに該当す

るときは、第七条の登録を取り消し、又は六月以内の期間を定めてその第三者

型前払式支払手段の発行の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることがで

きる。  

一 第十条第一項各号に該当することとなったとき。  

二 （略）  

三 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反

したとき。  

四 （略） 

２ （略） 

３ 前項の規定による処分については、行政手続法 （平成五年法律第八十八号）

第三章 の規定は、適用しない。 

 

（認定資金決済事業者協会の認定）  

第八十七条 内閣総理大臣は、政令で定めるところにより、前払式支払手段発行

者又は資金移動業者が設立した一般社団法人であって、次に掲げる要件に該当

すると認められるものを、その申請により、次条に規定する業務（以下この章

において「認定業務」という。）を行う者として認定することができる。  
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一 前払式支払手段（第三条第一項に規定する前払式支払手段をいう。以下こ

の章において同じ。）の発行の業務又は資金移動業の適切な実施を確保し、

並びにこれらの健全な発展及び利用者（第十条第一項第四号に規定する加盟

店を含む。以下この章において同じ。）の利益の保護に資することを目的と

すること。  

二 前払式支払手段発行者又は資金移動業者を社員（以下この章において「会

員」という。）とする旨の定款の定めがあること。  

三 認定業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法を定めているも

のであること。 

四 認定業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに財産的基礎を

有するものであること。  

 

２ 割賦販売法（昭和 36 年法律第 159 号）（抜粋） 

 

（業務の運営に関する措置）  

第三十条の五の二 包括信用購入あつせん業者は、利用者又は購入者若しくは

役務の提供を受ける者の利益の保護を図るため、経済産業省令・内閣府令で定

めるところにより、その包括信用購入あつせんの業務に関して取得した利用

者又は購入者若しくは役務の提供を受ける者に関する情報の適正な取扱い、

その包括信用購入あつせんの業務を第三者に委託する場合における当該業務

の適確な遂行及びその利用者又は購入者若しくは役務の提供を受ける者から

の苦情の適切かつ迅速な処理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

３ 割賦販売法施行規則（昭和 36 年通商産業省令第 95 号）（抜粋） 

 

第六十条 包括信用購入あつせん業者は、法第三十条の五の二の規定により利

用者又は購入者等からの苦情（法第三十五条の三の十九第一項の規定による

対抗を含む。以下この条において同じ。）の適切かつ迅速な処理のために必要

な措置を講じるときは、次の各号に定めるところによらなければならない。  

一 利用者又は購入者等からの苦情を受け付けたときは、遅滞なく、当該苦情

に係る事項の原因を究明すること。 

二 前号の規定による原因究明により知つた事項からみて、同号の苦情に係る

事項の原因が次のいずれかに係るものであると認めるときは、当該苦情の内

容に応じ、当該苦情の処理のために必要な事項を調査すること。 

イ 包括信用購入あつせん関係販売業者（法第三十条の二の三第四項 に規

定する包括信用購入あつせん関係販売業者のうち包括信用購入あつせん
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関係立替払取次業者と包括信用購入あつせん関係立替払取次ぎに係る契

約を締結した販売業者を除いたものをいう。次号イにおいて同じ。）又は

包括信用購入あつせん関係役務提供事業者（同項 に規定する包括信用購

入あつせん関係役務提供事業者のうち包括信用購入あつせん関係立替払

取次業者と包括信用購入あつせん関係立替払取次ぎに係る契約を締結し

た役務提供事業者を除いたものをいう。次号イにおいて同じ。）が包括信

用購入あつせん関係販売等契約の申込み又は締結の勧誘をするに際し、法

第三十五条の三の七 各号のいずれかに該当する行為をしたこと。 

ロ 包括信用購入あつせん業者が包括信用購入あつせんに係る業務に関し

利用者又は購入者等の利益の保護に欠ける行為をしたこと。 

三 第一号の規定による原因究明、認定割賦販売協会の保有する情報の確認 

その他の方法により知つた事項からみて、次のいずれかに該当するときは、

当該苦情の内容に応じ、当該苦情の処理のために必要な事項を調査すること。 

イ 利用者又は購入者等からの苦情であつて、当該苦情に係る事項の原因 

が包括信用購入あつせん関係販売業者又は包括信用購入あつせん関係役

務提供事業者による包括信用購入あつせんに係る業務に関する利用者又

は購入者等の利益の保護に欠ける行為に係るもの（苦情に係る事項の原因

が前号イに規定するものにある苦情を除く。以下このイにおいて同じ。）

の発生状況及び当該包括信用購入あつせん業者と包括信用購入あつせん

に係る契約を締結した販売業者又は役務提供事業者（当該包括信用購入あ

つせん関係販売業者又は当該包括信用購入あつせん関係役務提供事業者

を除く。以下この号において「他の包括信用購入あつせん関係販売業者等」

という。）による包括信用購入あつせんに係る業務に関する利用者又は購

入者等の利益の保護に欠ける行為に係る苦情の発生状況からみて、当該包

括信用購入あつせん関係販売業者又は当該包括信用購入あつせん関係役

務提供事業者が当該他の包括信用購入あつせん関係販売業者等に比し、利

用者又は購入者等の利益の保護に欠けると認められるとき。 

ロ 利用者又は購入者等からの苦情であつて、当該苦情に係る事項の原因が

包括信用購入あつせん関係販売業者（包括信用購入あつせん関係立替払取

次業者と包括信用購入あつせん関係立替払取次ぎに係る契約を締結した

販売業者に限る。）又は包括信用購入あつせん関係役務提供事業者（包括

信用購入あつせん関係立替払取次業者と包括信用購入あつせん関係立替

払取次ぎに係る契約を締結した役務提供事業者に限る。）による包括信用

購入あつせんに係る業務に関する利用者又は購入者等の利益の保護に欠

ける行為に係るものの発生状況からみて、当該包括信用購入あつせん関係

販売業者又は当該包括信用購入あつせん関係役務提供事業者が包括信用
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購入あつせんに係る業務に関し利用者又は購入者等の利益の保護に欠け

ると認められるとき。 

四 前二号の規定による調査の結果に基づき、包括信用購入あつせんに係る

業務に関し改善が必要な場合には、所要の措置を講じること。 

 

 

４ 前払式支払手段に関する内閣府令（平成 22 年内閣府令第３号）（抜粋） 

 

（払戻しが認められる場合）  

第四十二条 法第二十条第二項に規定する内閣府令で定める場合は、次に掲げ

る場合とする。  

一 基準日を含む基準期間における払戻金額（法第二十条第一項 の規定によ

り払い戻された金額を除く。次号において同じ。）の総額が、当該基準日の

直前の基準期間において発行した前払式支払手段の発行額の百分の二十を

超えない場合  

二 基準日を含む基準期間における払戻金額の総額が、当該基準期間の直前

の基準日における基準日未使用残高の百分の五を超えない場合  

三 保有者のやむを得ない事情により当該前払式支払手段の利用が著しく困

難となった場合 

 

 


